
2022年度決算 投資家説明会における主な質疑応答 

 

 

Q1．  23年度の業績目標が保守的ではないか。 

A1.  親会社株主純利益の目標である 8,200億円は、不透明感やさまざまなリスク要因も踏

まえ、ダウンサイドリスクが顕在化した場合でも、最低限はやるべき水準として設定

したもの。現在の業務環境が続く限りは、より高い数字を目指せるものと考えてお

り、CEOとしては、過去最高益も意識していきたい。 

 

Q2． 新中期経営計画において、どのように事業ポートフォリオを見直すのか。 

A2．  これまでは RWAを増やしていくことでトップラインを伸ばしてきたが、新中期経営

計画ついては、これまで以上にメリハリの利いた資源配分が不可欠。人手に頼った経

費効率の悪いビジネスや、低成長・低採算のアセット、政策保有株式や既存出資先等

の環境変化により保有意義が低下したアセットの大胆な削減を進め、成長のための施

策や経営基盤の強化にしっかりと経営資源を割り振っていく。重点戦略領域における

力強い収益成長と大胆な資源シフトを進め、事業ポートフォリオを変革していくこと

で、分母と分子の両面から ROCET1を引き上げていく。 

 

Q3. インオーガニックの収益貢献の見通しは。 

A3.  アジアのマルチフランチャイズ戦略の投資先については、各国の GDP成長率程度の成

長に加え、各社の努力とシナジー創出によるプラスアルファが出てくると期待してい

る。Jefferiesとは、さらなる提携強化によって、協働エリアに新たに IG企業向け

のキャピタルマーケット、M&Aを追加し、海外証券業務の強化によって収益をのばし

ていく。これまで蒔いた種が着実に芽を出し、中長期的に成長ドライバーとして結実

していくと期待しており、アップサイドは大きいと考えている。 

 

Q4． 資本政策の運営方針は。 

A4. 不透明感やリセッションへの備えで資本を厚めに持つことも検討するが、CET1比率

を 9.5～10.5％の幅で運営し、成長投資と株主還元にバランスよく配賦する方針は不

変。成長投資については、新中期経営計画では、これまでの投資先の PMIをしっかり

行い、収益化することが最優先。株主還元については、累進的配当・配当性向 40％

を維持し、ボトムラインの成長によって配当額を増やしていく。自己株式取得は成長

投資とのバランスをより意識しながら、機動的に検討する。 
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